
































































昭和 35 年 9 月 27 日付間消 3-18《駐留軍用揮発油に対する揮発油税および地方道路税の免除
等の取扱について》の国税庁長官通達（以下「本件通達」という。）に定められている。
ここで，「軍人用販売機関等」とは，日米地位協定第 15 条第 1項（a）に規定する，合衆国
の軍当局が公認し，かつ，規制する海軍販売所，ピー・エックス，食堂，社交クラブ，劇場，












































































　A	　1986 年（昭和 61 年）12 月 15 日付米国空軍規則 172-1 の 1 巻 11 章及び同年 9月 26









　C	　1991 年（平成 3年）5月 30 日付米国空軍規則 176-9 の改定で 1994 年（平成 6年）10























































本件取引が所得税等特例法第 7条第 1項第 1号に規定する免税取引に該当しないことは明らか
であることから，その効力を判断する必要はないのではあるが，本件免税証明書は合衆国の機
関に雇用された民間人によって作成されており，権限ある官憲が発給した証明書となるか否か
については基本的には検討が必要である。前述のとおり，証明書を作成した者に権限が移譲さ
れていたか否かについては，米軍内部の規定を確認する必要があることから，今後，類似の事
案が発生した際には，上記の規定の内容を確認して判断する必要が生じるのではないかと思わ
れる。
また，上記（4）のニの（ロ）の本件通達の適用については，そもそも本件通達の意味内容
が妥当であるか否かについて判断すべきであり，本件通達の意味内容が妥当であることから，
税目の異なる消費税についても，その意味内容に沿って解釈すべきであるとの判断を示すべき
であったといえよう。
なお，在日米軍基地内の歳出外資金による機関との取引に関する裁決事例としては，本裁決
が，現時点において唯一の公表裁決であることから，本裁決は今後の参考となる事例として評
価できるものと思われる。
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